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(57)【要約】
【課題】遺伝子組換え技術を用いず、外部からの刺激によってヤトロファからより大量の
油を効率よく回収するために、ヤトロファの種子の成長を促進する方法を提供の提供。
【解決手段】ヤトロファ（Ｊａｔｒｏｐｈａ　ｃｕｒｃａｓ）に、植物ホルモン又はその
誘導体である１種類以上の化合物を有効成分とする果実成長促進剤を付着させることを特
徴とする、果実の成長促進方法、前記化合物が、ジャスモン酸又はその誘導体であること
を特徴とする前記記載の果実の成長促進方法、前記果実成長促進剤が、前記化合物を水溶
性媒体に溶解又は分散させてなることを特徴とする前記いずれか記載の果実の成長促進方
法、及び、前記果実成長促進剤を、ヤトロファの果実に噴霧又は塗布することを特徴とす
る前記いずれか記載の果実の成長促進方法。
【選択図】なし



(2) JP 2010-143871 A 2010.7.1

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ヤトロファ（Ｊａｔｒｏｐｈａ　ｃｕｒｃａｓ）に、植物ホルモン又はその誘導体であ
る１種類以上の化合物を有効成分とする果実成長促進剤を付着させることを特徴とする、
果実の成長促進方法。
【請求項２】
　前記化合物が、ジャスモン酸又はその誘導体であることを特徴とする請求項１記載の果
実の成長促進方法。
【請求項３】
　前記化合物が、下記一般式（Ｉ）で表される化合物であることを特徴とする請求項１記
載の果実の成長促進方法。
【化１】

［式中、Ｒ１は炭化水素基であり、Ｒ２は水素原子又は炭化水素基である。］
【請求項４】
　前記一般式（Ｉ）において、Ｒ１が炭素数１～６のアルキル基であり、Ｒ２が炭素数１
～６のアルキル基であることを特徴とする請求項３記載の果実の成長促進方法。
【請求項５】
　前記果実成長促進剤が、前記化合物を水溶性媒体に溶解又は分散させてなることを特徴
とする請求項１～４のいずれか記載の果実の成長促進方法。
【請求項６】
　前記果実成長促進剤を、ヤトロファの果実に噴霧又は塗布することを特徴とする請求項
１～５のいずれか記載の果実の成長促進方法。
【請求項７】
　前記果実成長促進剤を、ヤトロファに対して、５～１００μｇ／ｃｍ２となるように付
着させることを特徴とする請求項１～６のいずれか記載の果実の成長促進方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ヤトロファの果実の成長を促進する方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　地球温暖化防止のため、ＣＯ２排出削減が地球規模での重要な課題となっている。この
課題解決の一環として、再生可能な植物系資源から得られるバイオ燃料の技術開発が盛ん
に行われている。このようなバイオ燃料は、石油等の化石燃料とは異なり、燃焼させても
地表の循環炭素量を増やさないと考えられているためである。
　現在、バイオ燃料の原料植物としては、トウモロコシやサトウキビ等が主に用いられて
いる。しかしながら、これらの植物は、食料とバッティング（競合）するため、これらの
植物をバイオ燃料の原料として用いることにより、穀物価格の高騰を招いてしまっている
。そこで、食料と直接バッティングしない植物資源を利用したバイオ燃料の製造方法の開
発が求められている。
【０００３】
　食料とバッティングしないバイオ燃料の原料として、近年、ヤトロファ（Ｊａｔｒｏｐ
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ｈａ　ｃｕｒｃａｓ）という油脂植物が注目されている。ヤトロファは、中南米原産のト
ウダイグサ科の樹木であり、ジャトロファとも呼ばれ、和名をナンヨウアブラギリという
。樹高は３～８ｍ程度であり、やせた土地でも成長が早く、旱魃や病気にも強い。ヤトロ
ファの種子は、６００ｍｇ前後の黒褐色であり、非常に油分が多く、ナタネ等と比較して
、種子重量比約３倍の油が採れる。ヤトロファは有毒成分を含むため、食用としては利用
されず、このため、食料とバッティングしないバイオディーゼル燃料の新原料としての利
用が期待されている。
【０００４】
　油分が採取される種子の収量を増大させることにより、ヤトロファからより大量の油を
効率よく回収することが期待できる。ここで、種子の収量を増大させる方法として、遺伝
子組換え技術を用いて、種子の成長に関与する遺伝子の発現を制御する方法が挙げられる
。該方法として、例えば、ＤＨＳ（デオキシヒプシンシンターゼ）のアンチセンスポリヌ
クレオチド又は成長ｅＩＦ－５Ａ（真核生物翻訳開始因子５Ａ）のセンスポリヌクレオチ
ドのいずれかを取込むベクターを用いて植物内の種子の収量を増大させる方法が開示され
ている（例えば、特許文献１参照。）。ｅＩＦ－５Ａは、葉、花及び果実の自然老化にお
けるプログラミングされた細胞死を調節する因子であり、ＤＨＳは、ｅＩＦ－５Ａを活性
化する酵素である。つまり、当該方法では、植物体内の成長ｅＩＦ－５Ａの発現を増加さ
せ、又は内因性ＤＨＳの発現を減少させることにより、当該植物体の老化を遅延させて成
長を促進することにより、種子サイズを増大させ、種子収穫量を増大させることができる
。
【特許文献１】特表２００８－５２１４４５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、遺伝子組換え植物の作製は困難であるという問題がある。また、バイオ
燃料の原料とするためには、ヤトロファを広く簡便に栽培することが求められるが、作製
された遺伝子組換え植物は、安全性等の点から栽培管理に注意を要するという問題もある
。
　そこで、本発明は、遺伝子組換え技術を用いず、外部からの刺激によってヤトロファか
らより大量の油を効率よく回収するために、ヤトロファの種子の成長を促進する方法を提
供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者は、上記課題を解決すべく鋭意研究した結果、ジャスモン酸等の植物ホルモン
又はその誘導体を、ヤトロファに付着させることにより、ヤトロファの果実の成長を促進
させることができること、種子は果実中に含まれていることから、果実の成長が促進され
ることにより、種子の早期収穫が可能となることを見出し、本発明を完成させた。
【０００７】
　すなわち、本発明は、
（１）　ヤトロファ（Ｊａｔｒｏｐｈａ　ｃｕｒｃａｓ）に、植物ホルモン又はその誘導
体である１種類以上の化合物を有効成分とする果実成長促進剤を付着させることを特徴と
する、果実の成長促進方法、
（２）　前記化合物が、ジャスモン酸又はその誘導体であることを特徴とする前記（１）
記載の果実の成長促進方法、
（３）　前記化合物が、下記一般式（Ｉ）［式中、Ｒ１は炭化水素基であり、Ｒ２は水素
原子又は炭化水素基である。］で表される化合物であることを特徴とする前記（１）記載
の果実の成長促進方法、
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【化１】

（４）　前記一般式（Ｉ）において、Ｒ１が炭素数１～６のアルキル基であり、Ｒ２が炭
素数１～６のアルキル基であることを特徴とする前記（３）記載の果実の成長促進方法、
（５）　前記化合物を、水溶性媒体に溶解又は分散させてなることを特徴とする前記（１
）～（４）のいずれか記載の果実の成長促進方法、
（６）　前記果実成長促進剤を、ヤトロファの果実に噴霧又は塗布することを特徴とする
前記（１）～（５）のいずれか記載の果実の成長促進方法、
（７）　前記果実成長促進剤を、ヤトロファに対して、５～１００μｇ／ｃｍ２となるよ
うに付着させることを特徴とする前記（１）～（６）のいずれか記載の果実の成長促進方
法、
を提供することを目的とする。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明の果実の成長促進方法により、単にジャスモン酸等の植物ホルモン又はその誘導
体を有効成分とする果実成長促進剤を付着させることによって、簡便にヤトロファの果実
の成長を促進させることができる。ヤトロファの果実の成長を促進させることにより、果
実（種子）の早期収穫が可能となることから、１のヤトロファの木から、より大量の種子
を収穫することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
＜果実成長促進剤＞
　本発明の果実成長促進剤は、植物ホルモン又はその誘導体である１種類以上の化合物を
有効成分とすることを特徴とする。なお、本発明及び本願明細書において、植物ホルモン
とは、低濃度で植物の生理過程を調節し得る物質を意味し、植物体自身が産生する物質で
あってもよく、人工的に合成されたものであってもよい。
【００１０】
　本発明の果実成長促進剤の有効成分となる化合物としては、植物体に作用させた場合に
、該植物体の成長を促進する作用を有し、特に果実の熟化や種子形成の促進を促進させる
作用（果実成長促進作用）を有する植物ホルモン又はその誘導体であることが好ましい。
なお、該化合物としては、果実や種子の形成を直接促進させる化合物であってもよく、間
接的に促進させる化合物であってもよい。
【００１１】
　本発明の果実成長促進剤の有効成分となる化合物としては、ジャスモン酸及びジャスモ
ン酸誘導体からなる群より選択される１種であることが好ましい。なお、本発明における
ジャスモン酸誘導体は、ジャスモン酸等の公知化合物から公知の合成反応により合成する
ことができる誘導体であって、果実成長促進作用を有する化合物であれば、特に限定され
るものではない。
【００１２】
　特に、本発明の果実成長促進剤の有効成分となるジャスモン酸又はジャスモン酸誘導体
としては、下記一般式（Ｉ）で表される化合物であることが好ましい。
【００１３】
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【化２】

［式中、Ｒ１は炭化水素基であり、Ｒ２は水素原子又は炭化水素基である。］
【００１４】
　一般式（Ｉ）中、Ｒ１は炭化水素基である。Ｒ１の炭化水素基としては、特に限定され
るものではなく、飽和炭化水素基であってもよく、不飽和炭化水素基であってもよい。ま
た、直鎖状の炭化水素基であってもよく、分岐鎖状の炭化水素基であってもよく、環状の
炭化水素基であってもよい。なお、本発明において、炭化水素基とは、炭素原子と水素原
子からなる官能基を意味する。
【００１５】
　飽和炭化水素基としては、例えば、アルキル基やシクロアルキル基等が挙げられる。ま
た、シクロアルキル基は、単環式基であるモノシクロアルキル基であってもよく、多環式
基であるポリシクロアルキル基であってもよい。
　Ｒ１のアルキル基としては、炭素数１～２０のアルキル基であることが好ましく、炭素
数１～６のアルキル基であることがより好ましい。具体的には、メチル基、エチル基、ｎ
－プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、イソブチル基、ｓ－ブチル基、ｔｅｒｔ
－ブチル基、ｎ－ペンチル基、イソペンチル基、２－メチルブチル基、ネオペンチル基、
１－エチルプロピル基、ｎ－ヘキシル基、イソヘキシル基、４－メチルペンチル基、３－
メチルペンチル基、２－メチルペンチル基、１－メチルペンチル基、３，３－ジメチルブ
チル基、２，２－ジメチルブチル基、１，１－ジメチルブチル基、１，２－ジメチルブチ
ル基、１，３－ジメチルブチル基、２，３－ジメチルブチル基、２－エチルブチル基等が
挙げられる。
　Ｒ１のシクロアルキル基としては、炭素数３～２０のシクロアルキル基であることが好
ましく、炭素数３～８のモノシクロアルキル基、炭素数４～１０のポリシクロアルキル基
であることがより好ましい。具体的には、シクロプロピル基、シクロブチル基、シクロペ
ンチル基、シクロヘキシル基、シクロヘプチル基、シクロオクチル基、ノルボルニル基、
アダマンチル基等が挙げられる。
【００１６】
　不飽和炭化水素基としては、例えば、アルケニル基、アルキニル基、アリール基等が挙
げられる。
　Ｒ１のアルケニル基としては、炭素数２～２０のアルケニル基であることが好ましく、
炭素数２～６のアルケニル基であることがより好ましい。具体的には、ビニル基、アリル
基、２－ブテニル基、３－ブテニル基、イソブテニル基、１－ペンテニル基、２－ペンテ
ニル基、３－ペンテニル基、４－ペンテニル基、３－メチル－２－ペンテニル基、２－ヘ
キセニル基、３－ヘキセニル基、５－ヘキセニル基等が挙げられる。
　Ｒ１のアルキニル基としては、炭素数２～２０のアルキニル基であることが好ましく、
炭素数２～６のアルキニル基であることがより好ましい。具体的には、エチニル基、１－
プロピニル基、２－プロピニル基、ブチニル基、ペンチニル基、ヘキシニル基等が挙げら
れる。
　Ｒ１のアリール基としては、炭素数６～１０のアリール基であることが好ましい。具体
的には、フェニル基、１－ナフチル基、２－ナフチル基、トリル基、キシリル基等が挙げ
られる。
【００１７】



(6) JP 2010-143871 A 2010.7.1

10

20

30

40

50

　本発明において、一般式（Ｉ）のＲ１としては、直鎖状又は分岐鎖状の炭化水素基であ
ることが好ましい。シクロアルキル基やアリール基等の環状炭化水素基よりも、比較的水
溶性媒体へ溶解しやすく、取り扱い性に優れるためである。中でも、炭素数１～６のアル
キル基、炭素数２～６のアルケニル基、炭素数２～６のアルキニル基であることが好まし
く、炭素数４又は５のアルキル基、炭素数４又は５のアルケニル基、炭素数４又は５のア
ルキニル基であることがより好ましい。
【００１８】
　Ｒ１の炭化水素基は、１又は２以上の水素原子が、水酸基、スルホニル基、スルホキシ
基等により置換されていてもよい。このような置換基を有する炭化水素基として、具体的
には、５―ヒドロキシー２―ペンテニル基、４―ヒドロキシー２―ペンテニル基、５―（
スルホオキシ）―２―ペンテニル基等が挙げられる。
【００１９】
　一般式（Ｉ）中、Ｒ２は水素原子又は炭化水素基である。Ｒ２の炭化水素基としては、
特に限定されるものではなく、Ｒ１において挙げられた炭化水素基と同様のものを用いる
ことができる。
　また、Ｒ２の炭化水素基は、１又は２以上の水素原子が、水酸基、アルキルオキシ基、
スルホニル基、スルホキシ基、ニトロ基、アミノ基等により置換されていてもよい。この
ような置換基を有する炭化水素基として、ヒドロキシエチル基、ジヒドロキシプロピル基
等のヒドロキシアルキル基、メトキシエチル基等のアルキルオキシアルキル基等が挙げら
れる。
【００２０】
　本発明において、一般式（Ｉ）のＲ２としては、水素原子、又は直鎖状若しくは分岐鎖
状の炭化水素基であることが好ましい。比較的水溶性媒体へ溶解しやすく、取り扱い性に
優れるためである。中でも、水素原子、炭素数１～８のアルキル基、炭素数１～８のヒド
ロキシアルキル基、炭素数１～８のアルキルオキシアルキル基、炭素数２～６のアルケニ
ル基、炭素数２～６のアルキニル基であることがより好ましい。
【００２１】
　上記一般式（Ｉ）で表される化合物は、少なくとも１つの不斉炭素原子を有するため、
光学異性体が存在し得る。また、Ｒ１又はＲ２が不飽和炭化水素基である場合には、シス
-トランス異性体が存在し得る。本発明においては、乳管形成促進作用を有する限り、こ
れらの立体異性体のいずれを有効成分としてもよい。
【００２２】
　なお、上記一般式（Ｉ）で表される化合物としては、ジャスモン酸以外のものであるこ
とが好ましい。すなわち、Ｒ１が（Ｚ）―２―ペンテニル基であり、かつＲ２が水素原子
である化合物以外であることが好ましい。
【００２３】
　また、上記一般式（Ｉ）で表される化合物は、いずれも公知化合物又は公知化合物から
公知の合成反応により簡便に合成し得る化合物である。したがって、常法により製造する
ことができる。
　例えば、上記式（１）において、Ｒ１がアルキル基、アルケニル基、又はアルキニル基
であり、かつＲ２がアルキル基である化合物は、２－アルキルシクロペンテン－１－オン
、２－アルケニルシクロペンテン－１－オン、又は２－アルキニルシクロペンテン－１－
オンとマロン酸のアルキルエステルとをマイケル付加させた後、脱炭酸させることにより
容易に得ることができる。また、このようにして製造した化合物に対して、常法に従いア
ルコール類とエステル交換させてもよい。その他、上記式（１）において、Ｒ２が水素原
子である化合物は、例えば、上記のように合成したＲ２がアルキル基である化合物を、塩
基又は酸で加水分解することにより得ることができる。
【００２４】
　また、ジャスモン酸又はジャスモン酸誘導体は、塩として本発明の果実成長促進剤に有
効成分として含有させてもよい。塩としては、ジャスモン酸誘導体等の果実成長促進作用
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を阻害しない限り、特に限定されず、無機塩であってもよく、有機塩であってもよい。例
えば、ナトリウム塩、カリウム塩、リチウム塩等のアルカリ金属塩、カルシウム塩、マグ
ネシウム塩等のアルカリ土類金属塩、アルミニウム塩、鉄塩、亜鉛塩、銅塩、ニッケル塩
、コバルト塩等の金属塩；アンモニウム塩、グルコサミン塩、エチレンジアミン塩、グア
ニジン塩、ジエチルアミン塩、トリエチルアミン塩、ジエタノールアミン塩、テトラメチ
ルアンモニウム塩、トリス(ヒドロキシメチル)アミノメタン塩等のアミン塩; 塩酸塩、硝
酸塩、過塩素酸塩、硫酸塩、燐酸塩等の無機酸塩;酢酸塩、りんご酸塩、フマ-ル酸塩、コ
ハク酸塩、クエン酸塩、酒石酸塩、マレイン酸塩等の有機酸塩;及び、グリシン塩、リジ
ン塩、アルギニン塩、オルニチン塩、グルタミン酸塩、アスパラギン酸塩等のアミノ酸塩
を挙げることができる。
【００２５】
　本発明の果実成長促進剤は、１種類の果実成長促進作用を有する化合物を有効成分とす
るものであってもよく、２種類以上の果実成長促進作用を有する化合物を有効成分とする
ものであってもよい。
【００２６】
　本発明の果実成長促進剤の有効成分としては、特に、上記一般式（１）において、Ｒ１

とＲ２が共に炭素数１～６のアルキル基である化合物であることが好ましい。中でも、Ｒ
１がｎ－ペンチル基であり、Ｒ２がｎ－プロピル基であるプロヒドロジャスモンであるこ
とがより好ましい。果実成長促進作用が高く、かつ水に対する溶解性が高いためである。
加えて、ジャスモン酸等よりも、比較的安価であり、コストメリットも大きい。例えば、
プロヒドロジャスモンを、後述する水溶性媒体に希釈することにより、果実成長促進効果
と植物体への付着の作業性に優れた果実成長促進剤を、安価に製造することができる。
【００２７】
　本発明の果実成長促進剤は、有効成分である１種類又は２種類以上の果実成長促進作用
を有する化合物を、適当な媒体に溶解又は分散させて希釈させることにより得ることがで
きる。該媒体は、果実成長促進作用を有する化合物を、その果実成長促進作用を阻害する
ことなく十分に溶解又は分散させ得る媒体であれば、特に限定されるものではなく、公知
の溶媒の中から、有効成分である化合物の性質、使用方法等を考慮して、適宜選択して用
いることができる。
【００２８】
　該媒体として、例えば、水；カルナバロウ、密ロウ等のワックス類；ラノリン等のグリ
ース類；ベンゼン、トルエン、キシレン、エチルベンゼン、ナフタレン等の芳香族炭化水
素類；ヘキサン、ヘプタン等の脂肪族炭化水素類；メチレンクロリド、クロロホルム、四
塩化炭素、テトラクロロエタン、ジクロロエタン、ジクロロベンゼン等のハロゲン化炭化
水素類；ジメチルエーテル、ジエチルエーテル、ジイソプロピルエ-テル、ジオキサン、
テトラヒドロフラン、ジメトキシエタン、エチレングリコールフェニルエーテル、ジエチ
レングリコールブチルエーテル、ジエチレングリコールジメチルエーテル等のエーテル類
；酢酸エチル、酢酸プロピル、酢酸ブチル、炭酸ジエチル、エチレングリコールアセテー
ト、マレイン酸ジブチル、コハク酸ジエチル等のエステル類；アセトン、メチルエチルケ
トン、ジエチルケトン、ジイソブチルケトン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノ
ン、アセトフェノン、イソホロン等のケトン類；メタノール、エタノール、ｎ－プロパノ
ール、イソプロパノール、ｎ－ヘキサノール、エチレングリコール、ジエチレングリコー
ル、グリセリン等のアルコール類；ホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，
Ｎ－ジメチルアセトアミド等のアミド類；ジメチルスルホキシド、スルホラン等のスルホ
キシド類；ニトロエタン、ニトロベンゼン等のニトロ化合物類；アセトニトリル等のニト
リル類;及び、ピリジン類等を挙げることができる。
【００２９】
　本発明の果実成長促進剤の媒体としては、５～５０℃において液状であるものが好まし
い。この温度において液状であれば、十分に粘度が低いため、ラノリン等の粘度が高く半
固形状の媒体よりも、より簡便に植物体に付着させることができるためである。具体的に
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は、水、ハロゲン化炭化水素類、ケトン類、アルコール類等の水溶性媒体が好ましい。中
でも、水やアルコール類等であることがより好ましい。なお、本発明において水溶性媒体
とは、水と容易に混和し得る媒体を意味する。
【００３０】
　また、本発明の果実成長促進剤の媒体としては、１種類を用いてもよく、２種類以上を
組み合わせて用いてもよい。例えば、水とアルコールとの混合溶液であってもよく、水と
ケトン類との混合溶液であってもよい。
【００３１】
　本発明の果実成長促進剤中の果実成長促進作用を有する化合物の濃度は、植物体へ付着
させた場合に、果実成長促進効果を奏するために十分な濃度であればよく、果実成長促進
作用を有する化合物の種類、用いる媒体の種類、植物体への付着方法等を考慮して、適宜
決定することができる。例えば、有効成分としてプロヒドロジャスモンを用いた場合には
、０．００５％（ｗ／ｖ）以上であることが好ましく、０．００５～０．１％（ｗ／ｖ）
であることがより好ましい。
【００３２】
　本発明の果実成長促進剤の剤型は、植物体に付着させることが可能な剤型であれば、特
に限定されるものではなく、液剤、水和剤、エマルジョン、懸濁剤、ゾル剤、ペースト剤
、シート剤等を挙げることができる。植物への付着が簡便であるため、液剤、水和剤、エ
マルジョン、懸濁剤、ゾル剤等であることが好ましく、液剤であることがより好ましい。
【００３３】
　本発明の果実成長促進剤は、本発明の効果を阻害しない限り、果実成長促進作用を有す
る化合物と媒体のほかに、分散剤、溶解助剤、粘度調整剤、ｐＨ調整剤、保存剤、安定化
剤、殺菌剤、殺虫剤、栄養剤等を含有していてもよい。
【００３４】
　分散剤としては、例えば、公知の界面活性剤の中から適宜選択して用いることができる
。界面活性剤としては、陰イオン性界面活性剤、非イオン界面活性剤、陽イオン性界面活
性剤、両性界面活性剤、高分子界面活性剤のいずれであってもよく、１種類を用いてもよ
く、２種類以上を組み合わせて用いてもよい。
【００３５】
　好ましい分散剤としては、例えば、２種以上のアルキレンオキシドのブロック縮重合体
、ポリオキシアルキレンエーテル系化合物、ポリオキシアルキレングリコール脂肪酸エス
テル系化合物、多価アルコール系脂肪酸エステル化合物、ポリオキシアルキレン多価アル
コール系脂肪酸エステル化合物、ポリオキシアルキレンアルキルアミン化合物、アルキル
アルカノールアミド化合物等が挙げられる。
【００３６】
　粘度調整剤としては、例えば、カルボキシメチルセルロース（ｃａｒｂｏｘｙｍｅｔｈ
ｙｌ　ｃｅｌｌｕｌｏｓｅ，ＣＭＣ）、ヒドロキシエチルセルロース、メチルセルロース
、ポリアクリル酸、カルボキシビニルポリマー、ポリエチレングリコール、ポリビニルピ
ロリドン等の水溶性高分子の中から適宜選択して用いることができる。中でも、カルボキ
シメチルセルロースを用いることが好ましい。
【００３７】
　本発明の果実成長促進剤は、本発明の効果を阻害しない限り、果実成長促進作用を有す
る化合物以外の他の植物ホルモンを含有していてもよい。このような植物ホルモンとして
、例えば、オーキシン類、インドール酢酸、ジベレリン、サイトカイニン、アブシジン酸
、エチレン、Ｅｔｈｅｐｈｏｎ、ブラシノステロイド類、フロリゲン、サリチル酸等が挙
げられる。
【００３８】
＜ヤトロファの果実の成長促進方法＞
　本発明の果実の成長促進方法は、本発明の果実成長促進剤を、ヤトロファに付着させる
ことを特徴とする。本発明の果実成長促進剤を付着させ、ヤトロファの果実の成長を促進
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可能となり、結果として、種子から回収される油脂を増産することができる
【００３９】
　本発明の果実成長促進剤を付着させる部位は、特に限定されるものではなく、ヤトロフ
ァの幹、葉、花、芽、枝、果実、根等、いずれであってもよい。付着させた果実成長促進
剤中の有効成分であるジャスモン酸等は、付着部位から植物体全体に移行するためである
。本発明においては、特に、ヤトロファの葉、花、芽、枝、果実等に付着させることが好
ましく、果実に付着させることがより好ましい。成長を促進させる対象である果実に直接
、又はその近傍に付着させることにより、本発明の果実成長促進剤による果実成長促進効
果が効率よく得られるためである。
【００４０】
　付着方法は、果実成長促進剤をヤトロファに直接付着させることが出来る方法であれば
、特に限定されるものではなく、例えば、有効成分を水溶性媒体に希釈させた果実成長促
進剤を、刷毛等を用いて直接果実等に塗布してもよく、スプレー等を用いて噴霧してもよ
い。また、植物への果実成長促進剤の付着量は、果実成長促進効果が得られる量であれば
、特に限定されるものではなく、果実成長促進剤の有効成分の種類や濃度、付着方法、植
物の成長段階や樹齢等を考慮して適宜決定することができる。例えば、果実に塗布又は噴
霧することにより直接付着させる場合には、有効成分である化合物量として、５～１００
μｇ／ｃｍ２となるように付着させることが好ましい。
【００４１】
　ヤトロファに本発明の果実成長促進剤を付着させる時期は、特に限定されるものではな
く、播種前の種子に付着させてもよく、播種時の種子に付着させてもよく、苗、成長期、
開花期および成熟期のいずれの時期に付着させてもよい。また、開花前の花芽に付着させ
てもよく、開花した花に付着させてもよく、形成された果実に付着させてもよい。本発明
においては、形成された果実に付着させることがより効果的である。また、１のヤトロフ
ァに本発明の果実成長促進剤を付着させる回数は、１回でもよく、複数回でもよい。本発
明においては、ヤトロファの２以上の成長段階において付着させることが好ましい。
【産業上の利用可能性】
【００４２】
　本発明の果実の成長促進方法を用いることにより、ヤトロファの果実の成長を促進させ
ることができるため、ヤトロファから採取される油脂量を増大させることができ、バイオ
燃料、主にバイオディーゼル燃料の製造の分野で特に有用である。
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